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 ＜ 本日のご説明内容（提言目次） ＞

Ⅰ.提言を行う基本認識

〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項

１．産業政策の必要性と有効性について

２．地域観光産業等観光産業の重要性の見える化について

３．地域全体での経営戦略的取組みの必要性について

４．地域全体でのバックキャスティングによるＤＸ化について

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項

【企業分野】

１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

【地域分野】

３．ＤＭＯの本来機能の発揮について

※青字：パネルディスカッションのテーマ
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Ⅰ.提言を行う基本認識
〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について
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【観光産業の重要性と現状】

◇ 観光産業は、世界的にも経済成長を牽引する重要産業。

◇ 観光産業は、世界に比類ない独自の文化、歴史、自然環境など日本固有の資源を

活用し国の内外の需要を取り込み、長期的成長を見込める、日本経済を支える

リーディング産業であり、我が国の基幹産業ともなる産業。

◇ 一方、観光産業は労働集約型産業であるため、長期的成長を実現するためには、

担い手や、経営・管理等を適切に行う人材の確保が必須。

◇ しかし、日本では、観光産業を含むサービス関連産業は、他産業分野と比較して
労働生産性が低く、観光産業の賃金水準は低い。結果、観光産業は一貫して人手

  不足の状況。



Ⅰ.提言を行う基本認識
〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について
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不動産業 製造業 建設業 全産業
（除く金融保険業）

陸運業 宿泊業 飲食サービス業

業種別労働生産性（従業員一人当付加価値）の比較（２０１８年度）

出典：財務総合政策研究所「法人企業統計調査」（２０１８年度）

・ 宿泊業の労働生産性は他産業と比べ低い水準
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【業種別の人手不足企業／産業別の離職率と入職率】

調査期間は2022年9月15～30日で、全国2万6494社を対象に実施。有効回答
企業数は1万1621社（回答率43.9％）

画像出所： https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/13866.pdf

日本における観光産業の現状

・ 宿泊業や飲食業は、他業種に比べて人手不足であり、離職率も高い

【業種別の人手不足企業、産業別の離職率と入職率】

（ 図表 人手不足企業の割合 上位１０業種、2022年１０月 ）

（資料）帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」（２０２２年１０月）
を基に日本総研作成

（注）従業員の過不足状況について、「非常に不足」「不足」「やや不足」と答えた
企業の割合

宿泊業、飲食業が上位に位置している

宿泊

飲食

宿泊

飲食

（ 図表 産業別の離職率と入職率（２０１９年、月平均） ）

宿泊業・飲食業の率が高い

宿泊業・飲食サービス業

（うち宿泊業）

（うち飲食サービス業）

（資料）厚生労働省「毎月勤労統計調査」を基に日本総研作成

正社員 非正社員

離職率

入職率

Ⅰ.提言を行う基本認識
〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/researchfocus/pdf/13866.pdf


• 米国 C&M Travel Recruitment の2022 年上半期旅行給与指数によると、パンデミッ
ク前に比べて旅行業界の賃金が大幅に上昇

• ファーストリテイリング、優秀な人材確保に向けて国内従業員の給与を4割引き上げ
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画像出所： https://www.candm.co.uk/news/press-releases/travel-salary-index-

2022-h1-overview/

【米国 2022 年上半期旅行給与指数】

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

現状 現状

【ファーストリテイリング】

画像出所：
https://www.fastretailing.com/jp/group/news/2301110900.html

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

Ⅰ.提言を行う基本認識
〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

https://www.candm.co.uk/news/press-releases/travel-salary-index-2022-h1-overview/
https://www.candm.co.uk/news/press-releases/travel-salary-index-2022-h1-overview/
https://www.fastretailing.com/jp/group/news/2301110900.html
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【課 題】

Ⅰ.提言を行う基本認識
〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

『めざすビジネスモデル』

経営戦略に基づく自主判断での付加価値の創出や高付加価値化など

で付加価値労働生産性の向上等を図る自律的なビジネスモデル

＜重要な観光産業を成長産業とし、基幹産業とするためには？＞

『旧来型ビジネスモデル』

外部の販売力に依存し、サービス水準や価格設定も委ねるような

他律的なビジネスモデル

◇ 『旧来型ビジネスモデル』から脱却することが急務

◇ このための、産業の基盤強化・事業革新が必要
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＜我が国が将来的にも持続ある発展を維持するためには？＞

◇ 国・自治体・観光産業界・金融機関等関係者間で、現状を明確に認識を共有した上で、全国各

地域の重要な産業である地域の観光産業（「地域観光産業」）を、高生産性で高所得産業とする

ための取組みが必要。

Ⅰ.提言を行う基本認識
〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

【提言の必要性】

＜観光産業界の問題の現状＞

〇 「プロフェッショナルなサービスを実現する観光先進諸外国」から大きく遅れる我が国の現状

〇 かつての「大量生産・消費・販売方式の他律的な経営」から抜けきれていない観光産業界の現状

地域観光産業を高生産性で高所得産業とするための

基盤強化・事業革新の方策について、提言する。
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１．産業政策の必要性と有効性

◇ 効率的な予算・人材等の資源配分の実現を図るため、国の『産業政策』が必要かつ有効。

２．観光産業の重要性の見える化

◇ 観光産業が基幹産業となるものであることを、地域、産業界などが真に理解して、取り組むため地域価値

や地域経済への貢献の「見える化」や、付加価値を創出した主体に適正に利益分配が行われる労働分配率

の適正化のための観光産業の付加価値の「見える化」が必要。

３．地域全体での経営戦略的取組み

◇ 平均的・総花的に取り組むのではなく、高価格集客に特化、あるいは手頃な価格集客に特化する等、地域

で、ターゲットを明確にして、ターゲットに対応した付加価値の向上等に取り組むことが必要。

◇ 観光圏整備法も活用して、DMO（ Destination Management／Marketing Organization）が中心となって、

地域全体で戦略的に進めていくことが必要。

４．地域全体でのバックキャスティングによるDX化

◇ DXはあくまでもツールであり、バックキャスティング（※将来の地域の姿から逆算して施策を策定する

こと）により、取り組むべきDX化の展開を地域全体で進めることが必要。

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項
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〇 観光産業を高生産性で高所得産業とするための、産業の基盤強化や事業

革新の方策について、基本的な取り組み事項として、以下を提言する。
観光産業に産業政策が無いことが問題。

戦略的産業政策とは！



Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項
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１．産業政策の必要性と有効性

◇ 観光庁は、観光産業が国及び地域にもたらす貢献を明確にした上で、地域観光産業を含む

観光産業の目指すべきあり方を実現するための以下に関する施策を、産業政策として提示

することが有効かつ必要。

【産業政策の必要性】
◎ 国、自治体、産業界の限られた予算等経済面及び人材面の制約のもと、観光産業を持続可能な成長産業

とするためには、選択と集中による、効率的な資源配分を実現するとともに、配分された資源の観光産業

成長への寄与について検証する産業政策が必要。

【産業政策の有効性】
◎ 観光産業は、関係主体の合意形成や、自治体行政との整合等、コーディネーションが重要となるため、国が

取組みの方向性を示す産業政策が有効。

① 官 民 挙 げ て の 人 材 育 成 

② 労 働 分 配 率 の 適 正 化
③ 価 値 に 相 応 す る 価 格 設 定 

④ 高 付 加 価 値 化
⑤ 円 滑・円 満 な 退 出・新 陳 代 謝
⑥ 潜 在 需 要 の 掘 り 起 こ し 

⑦ 中 長 期 的 取 組 み の 重 要 性



Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項
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１．産業政策の必要性と有効性

◇ 十分な人手のみならず、経営・管理等を的確に行う人材等の確保、人材が正当・適正に評価され活躍

    できる環境づくりが必須。

◇ このため、長期的視点、各層・各分野の官民挙げての重点投資等の明確な位置付けが必要。

特に、地域観光産業の現場で、サービスを担う実務人材（※）は、地域の歴史、文化等の知識の提供、

  的確なコミュニケーション力が、プロ人材の要件であることの明確化が必要。

（※）実務人材：観光産業の現場の人材（観光庁）

① 官民挙げての人材育成

◇ 我が国の観光産業は、高度経済成長期に、団体旅行等の薄利多売のビジネスモデルが一般化し、

物やサービスの品質・価値と価格との関係が、相応しないことが通常化。我が国は、人的サービス等

ソフトの価値提供は、対価支払いやプライシングの概念が薄い。

◇ 観光産業界の自律的な生産性向上のためには、良質なサービス等は、相応の対価で評価するという

  基本認識の徹底が必要。

◇ このため、良い品質・価値サービスには相応の価格設定を行うべきであること等、的確なプライシン

グの考え方の明確な位置付けが必要。

③ 価値に相応する価格の設定



◇ 地域観光産業を、喫緊に成長産業とするためには、選択と集中による効率的な予算・人等の資源

配分それによる地域内経済の好循環の創出が必要。

  ◇ このため、生産性の向上が見込めず、運営継続自体が困難な事業分野からの円滑・円満な退出や

運営の交代等の新陳代謝を、将来に向けた地域の覚悟で、前向きな取組みとして行うことが必要

であり、これを国や自治体も支援することが必要であることの明確な位置付けが必要。

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項
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１．産業政策の必要性と有効性

◇ 価値に相当する価格を設定するを前提とした上で、地域観光産業等観光産業の高付加価値化が重要。

◇ 旅館・地域資源等の商品面と、商品と顧客とをつなげる、接遇等の人的サービス等ソフト面の、両面

   の付加価値が向上されていない場合は、高付加価値化は実現しないことの留意の明確な位置付け

が必要。

◇ 高付加価値化の評価は、供給者目線でなく、高付加価値旅行層（※）のコンシェルジュ・サービス等、

  専門家の評価・市場化テストが必要であること等の明確な位置付けが必要。

（※）高付加価値旅行層：訪日旅行一人当たりの総消費額が１００万円以上／人の旅行者層（JNTO、観光庁は、インバウンドにおいて定義。）

④ 高付加価値化

⑤ 円滑・円満な退出・新陳代謝
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Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について
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＜問題の背景＞

◎ 高度経済成長期以降の大量生産・大量消費型の方式では、コンピューターで販売管理等を

  行うコンピューター・ブロックにより、旅館等から大量の販売客室を仕入れた強力な販売力

を持つ外部事業者が、価格設定・サービス水準決定を実質的に担い、販売を主導。

  ◎ 旅館等宿泊事業者は、これに依拠することで利益配分。

  ◎ 結果、価格やサービス内容などサービス水準の決定等の生産性に関しては、旅館等宿泊事

業者にとっては、他律化。

  ◎ 同時に、全国の多くの観光地域は平均的・画一的となり、需要縮小局面に入り、各地の地域

観光産業自体が競争力・収益力を低下。

  ◎ 地域経済・社会への裨益の観点では、地域自らの資本・人材による付加価値の創出と、地域

内での適正な分配が必要。

地域の旅館業等宿泊産業の自律的な高生産性化が急務



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について
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◇ 観光庁は国土交通省関係部局等とも連携し、まちづくりや都市計画等の土地利用施策において、地

域が旅館等宿泊産業の立地・集積のあり方を具体化できるよう、仕組みを検討し、産業立地政策を、

産業政策の一環として位置付けることが必要。

◇ 公的な格付け制度の導入が必要。

（６）旅館等宿泊産業の高付加価値化の取組み

（５）実務人材の要件、育成等

（３）旅館等宿泊事業等の円滑・円満な退出

（２）経営の新陳代謝・経営能力の向上

＜取組み事項＞

（１）旅館等宿泊産業に関する産業政策の必要性

◇ 旅館等宿泊産業全体の経営能力の向上には、生産性向上のスキルを持った人材やリーダーシップを

持った若手の人材による経営の新陳代謝を図ることが必要

（４）価値の適正評価と的確・戦略的な価格設定



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

17

◇ 将来にわたり高生産性化が見込めず、また地元における体面の問題等から、不本意に経営を

     継続している、あるいは、そもそも経営困難な旅館等宿泊事業の適切な退出が円滑・円満に

行われることが必要である。

◇ このため、例えば、ＤＭＯ及び地元金融機関が中心となり、行政、経済界・産業界等のステーク

     ホルダーが、地域の将来のための前向きな取組みとして合意形成を図り、地域内での雇用の

継続等の雇用問題や退出企業に係る債務への対応をソフトランディング計画として策定する。

◇ そして、同計画に基づき、地域関係者が協働して取り組み、旅館等宿泊産業のマーケット機能

の回復に向けて、国及び自治体が適切な役割分担により積極的な支援を行う、という仕組み

を、観光庁は関係省庁の連携のもと、早急に検討し、観光圏整備法の枠組みの活用も含め、

具体化を図ることが必要である。

（３）旅館等宿泊事業等の円滑・円満な退出 地域の将来のため、地域の覚悟で！



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

18

◇ 良い品質・価値サービスには相応の価格設定が必要。

◇ 観光庁は、提供するサービスの価値を的確に認識した上で、価値に相応する価格設定を行う

ことで、改めて、良い品質・価値サービスには相応の価格設定を行うべきであることを、産業

政策のガイドラインとして、広く周知徹底することが必要。

（４）価値の適正評価と的確・戦略的な価格設定
脱「いいものを、より安く」プライシングは

バリューコンシャスで！



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

19

◇ 旅館等宿泊産業の生産性向上のための付加価値の向上には、施設面のみならず、顧客のＣＳ

（CustomerSatisfaction:顧客満足度）に直接的に影響する、接遇等に携わる実務人材が果た

す役割が重要。

◇ 旅館等の顧客は、日常生活では享受できない本物の経験、時間、空間に対価を支払うため、

目的の達成度合いで、ＣＳが確定し、対価が評価される。

◇ 実務人材による地域の歴史や文化の正確で丁寧な説明は、ＣＳの向上につながり、高付加価

値化の源泉要素。サービス・プロ化の最低限度の要件提示が必要。

（５）実務人材の要件、育成等 生産性向上はCSを向上させる本物のサービスのプロが必要！



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

20

◇ 施設・商品等ハード面、接遇・説明等ソフト面の両面での高付加価値化が必要。

◇ 供給者目線の評価ではなく、高付加価値旅行層の顧客やコンシェルジュ・サービスなど

     マーケットの専門家による顧客目線での評価・市場化テストで、戦略的価格設定を行う

ことが必要。

◇ 観光庁は、ガイドラインでの周知徹底が必要。

（６）旅館等宿泊産業の高付加価値化の取組み

• アマングループが展開する伊勢志摩のアマネムでは、ラグジュアリー層をターゲットにした価
格設定で普段は体験できない特別なプログラム販売により高付加価値化を実現している

自己満足ではない高付加価値の向上を！
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 ＜ 本日のご説明内容（提言目次） ＞

Ⅰ.提言を行う基本認識

〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項

１．産業政策の必要性と有効性について

２．地域観光産業等観光産業の重要性の見える化について

３．地域全体での経営戦略的取組みの必要性について

４．地域全体でのバックキャスティングによるＤＸ化について

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項

【企業分野】

１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

【地域分野】

３．ＤＭＯの本来機能の発揮について



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

22

◎ 地域観光産業の生産性向上のためには、中核となる旅館等宿泊事業の生産性向上とともに、

  地域観光の基盤となる地域交通や、飲食、物販等の関連事業も、高付加価値化や、事業効率

  化等で生産性の向上を図ることが必要。

◎ DMOが、地域全体で整合ある取組みが行われるよう対応することが必要

＜方策の必要性＞
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◇ 大都市圏以外の多くの地域では、地域交通の維持・確保等が困難な状況。サービスの高付加価値化・多様化等、地域特性、顧客ニーズ等に的確に

対応するサービスの提供が必要。

◇ 地域観光産業の受益等、観光地域固有の状況も踏まえ、引き続き、検討を進め、具体化を図る。

◇ 鉄道、バス、タクシー、離島航路等の公共交通のみならず、シェア・サイクル、カーシェア、電動キックボード等、地域のあらゆる移動サービスが、多様

なニーズに対応できるよう多様な選択肢で、シームレスなサービスを提供することが重要。

◇ Maasについても、航空、幹線鉄道との連携が必要。

（２）地域交通のシームレス化

＜取組み事項＞                   

（１）地域交通サービスの柔軟実施と観光二次交通の確保等

◇ 地域観光産業自体が一体的・シームレスにサービスを提供するとともに、地域の農業、医療等幅広い他分野との連携で高付加価値化を図ること等

が必要。このための、ＤＸ化も必要。

（３）地域観光産業のシームレス化

◇ 旅館等宿泊産業と同様に、収益を確定する価格の設定を的確かつ戦略的に行うことが必要。

（４）価値の適正評価と的確・戦略的な価格設定

◇ 接遇やガイド等人的サービスのソフト面が高付加価値化されていない場合は、顧客の高額支払いの不満となるため、関連地域観光産業の高付加価

値化は実現しないことに留意して、顧客目線の取組みを行うことが必要。

（７）関連地域観光産業の高付加価値化の取組み

（６）ガイド人材の要件、育成等について

◇ 旅館等宿泊産業と同様に、地域交通、物販等の関連地域観光産業の付加価値の向上には、顧客のCSに直接影響する、運転手、販売員等の実務

人材の役割は重要。

（５）実務人材の要件、育成等

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について
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◇ 名勝旧跡等や自然、文化・アクティビティ体験に係るガイドのサービスは、顧客の知的満足

度の充足、安全・安心への信頼など、顧客のＣＳの向上に貢献するサービス。観光の高付加

価値化の源泉要素となる、それ自体が付加価値の高い重要なサービス。

◇ 観光庁は、ガイドの人材について、待遇改善や適正なサービス提供等の観点から、備える

べき要件、育成について、関係省庁と連携し、統一的ガイドラインを提示することが必要。

◇ 特に、自然やアクティビティを体験、案内する、顧客の安全・安心に係るガイドについては、

改めて、国において、安全・安心やサステナブルの観点も踏まえ、関係団体等と連携し、公的

な資格制度と業務のあり方を検討し、具体化を図ることが必要。

◇ ガイド人材は、現地人材であることが重要。観光庁はＤＭＯの現地人材ガイドの育成を促し、

支援することが必要。

ガイド・サービスは高付加価値の源泉！

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【企業分野】２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

（６）ガイド人材の要件、育成等
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 ＜ 本日のご説明内容（提言目次） ＞
Ⅰ.提言を行う基本認識

〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項

１．産業政策の必要性と有効性について

２．地域観光産業等観光産業の重要性の見える化について

３．地域全体での経営戦略的取組みの必要性について

４．地域全体でのバックキャスティングによるＤＸ化について

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項

【企業分野】

１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

【地域分野】

３．ＤＭＯの本来機能の発揮について
（１）ＤＭＯの本来機能の明確化
（２）人材の確保
（３）安定した財源の確保
（４）地域住民等の理解促進
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 ＜ 本日のご説明内容（提言目次） ＞
Ⅰ.提言を行う基本認識

〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項

１．産業政策の必要性と有効性について

２．地域観光産業等観光産業の重要性の見える化について

３．地域全体での経営戦略的取組みの必要性について

４．地域全体でのバックキャスティングによるＤＸ化について

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項

【企業分野】

１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

【地域分野】

３．ＤＭＯの本来機能の発揮について
（１）ＤＭＯの本来機能の明確化
（２）人材の確保
（３）安定した財源の確保
（４）地域住民等の理解促進



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【地域分野】 ３．ＤＭＯの本来機能の発揮について

27

＜問題の背景＞

◎ ＤＭＯの本来機能は、観光を活用した地域経営の司令塔であり、地域の将来を見据えて、

地域ブランディング、人や資金等の最適配分や、地域にお金が落ちる仕組みづくり等、

客観的なデータの統計整備、戦略的な取組みの企画や計画的実行、ＰＤＣＡサイクルの実施

等で実現する等、地域への裨益のための基盤づくりを第一義とする公的な機能である。

◎ この本来機能の発揮のためには、経営・管理能力、リーダーシップ人材、安定した財源が

必要となり、また、ＤＭＯに地域観光の司令塔機能を委ね、協働することに対して、行政、

地元経済界等のトップによる合意、地域住民の理解及び合意が必要である。

◎ 一方、ＤＭＯは収益事業で自ら稼ぎ活動する法人（ＤＭＣ）であると認識され、ＤＭＯが公的

な本来機能を発揮するためには、公的財源等が必要であることが理解されない、という

状況も散見される。

  ◎ DMOの地域全体に貢献する公的機能が地域振興の鍵。

DMOの本来機能の明確化が必要



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【地域分野】 ３．ＤＭＯの本来機能の発揮について

28

（１）ＤＭＯの本来機能の明確化

◇ 観光庁は、公的な本来機能を発揮するＤＭＯと、ＤＭＣとのカテゴリーを制度上明確に区分し、

  ＤＭＯが行うべき最低限の取組みを明確に提示するとともに、ＤＭＯとＤＭＣの施策上の位置

  付けを明確に区分することが必要。

◇ ＤＭＯの代表者には、自治体長や各界トップと対等に合意形成が可能な地元地域の人材。実    

務責任者として、地域経営のマネジメント能力を備えるＣＥＯ、財務・会計等の専門性の高い

ＣＦＯ、マーケティング等の専門性の高いＣＭＯの配置が必須。

◇ 併せて、成果達成評価による処遇基準の導入が必要であることを明確化し、提示することが

必要。

◇ ＤＭＯが地域経営の司令塔との共通認識の確立と、本来機能の確実な発揮のため、観光圏整

備法に、DMOの組織・役割・権限を規定し、法律の枠組みを活用することも必要。

DMOとDMCは違います！
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 ＜ 本日のご説明内容（提言目次） ＞
Ⅰ.提言を行う基本認識

〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項

１．産業政策の必要性と有効性について

２．地域観光産業等観光産業の重要性の見える化について

３．地域全体での経営戦略的取組みの必要性について

４．地域全体でのバックキャスティングによるＤＸ化について

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項

【企業分野】

１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

【地域分野】

３．ＤＭＯの本来機能の発揮について
（１）ＤＭＯの本来機能の明確化
（２）人材の確保
（３）安定した財源の確保
（４）地域住民等の理解促進



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【地域分野】 ３．ＤＭＯの本来機能の発揮について

30

◎ 現在の多くのＤＭＯは、自治体からの出向や一般会計予算の公的支援で運営が確保され

ている。給与水準も自治体の人件費予算水準に依拠している。

◎ そのため、給与水準も自治体の人件費予算水準に依拠し、専門人材等の確保のための

給与水準の提示は困難な状況である。

＜問題の背景＞

（２）人材の確保

DMOの機能発揮は人材次第

専門人材にはDMOの本場、欧米並みの給与水準が必要



Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【地域分野】 ３．ＤＭＯの本来機能の発揮について

31

◇ ＤＭＯには、マーケティングや統計処理、ＤＸ、管理会計、財務などの専門人材であるCEO、

CFO、CMOなどの配置が必須。

◇ 専門人材の確保には、欧米での事例のとおり、相応の高い給与水準等での待遇が必要。

◇ 自治体は、ＤＭＯの安定的財源を確保することで、専門人材確保に必要な高い給与水準を

実現することが必要であり、この場合、雇用契約等において、ＤＭＯの本来機能の発揮状況

等目標を設定して、その成果が、給与水準に反映する仕組みとすること等が重要。

①有効な確保方策

（２）人材の確保



画像出所 https://www.vaildaily.com/news/eagle-valley/vail-to-begin-

search-for-new-town-manager/

画像出所 https://nisekotourism.com/ja/jobs/niseko-promotion-board-

general-manager/

【米国コロラド州ベイル町タウンマネージャー募集について】 【ニセコプロモーションボード事務局長募集案内】

• 世界的なスキーリゾートである米国ベイル町のTMO（タウンマネジメント機関）のタウ
ンマネージャーの待遇は年収20万～23.5万ドル＋住宅提供（年収3000万円レベル） 

• 一方、国内有数の高単価なスキーリゾートであるニセコエリアの重点支援DMOの「ニ
セコプロモーションボード」の事務局長応募の給与は月収38万円～（年収450～500

万円）

※周辺のリゾート都市でも、15万ドル以上が普通とされている

32

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項
【地域分野】 ３．ＤＭＯの本来機能の発揮について

https://www.vaildaily.com/news/eagle-valley/vail-to-begin-search-for-new-town-manager/
https://www.vaildaily.com/news/eagle-valley/vail-to-begin-search-for-new-town-manager/
https://nisekotourism.com/ja/jobs/niseko-promotion-board-general-manager/
https://nisekotourism.com/ja/jobs/niseko-promotion-board-general-manager/
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②出向による人材確保

（２）人材の確保

◇ 関連企業や自治体のＤＭＯへの人材出向では、出向後のキャリアパスの明確な提示が必要。

◇ 観光庁はガイドラインに、出向者の能力要件や、出向終了後の出向元組織でのキャリアパス

  の明確化の必要性を明記し、提示することが必要。

◇ 観光庁と関係省庁が主導し、地域と連携し、副業・兼業人材をＤＭＯが共有・活用できる仕   

組みの導入が必要。

③外国人材の確保

◇ ＤＭＯは、その国や地域の実情に精通したネイティブのスタッフを現地雇用のみならず、

リモートでのアドバイスも含めて活用することも必要。
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 ＜ 本日のご説明内容（提言目次） ＞
Ⅰ.提言を行う基本認識

〇 地域観光産業の基盤強化・事業革新の必要性について

Ⅱ.地域観光産業の生産性向上のための基本的な取組み事項

１．産業政策の必要性と有効性について

２．地域観光産業等観光産業の重要性の見える化について

３．地域全体での経営戦略的取組みの必要性について

４．地域全体でのバックキャスティングによるＤＸ化について

Ⅲ.地域観光産業の生産性向上のための個別分野の取組み事項

【企業分野】

１．旅館等宿泊産業の生産性向上の方策について

２．関連地域観光産業の生産性向上の方策について

【地域分野】

３．ＤＭＯの本来機能の発揮について
（１）ＤＭＯの本来機能の明確化
（２）人材の確保
（３）安定した財源の確保
（４）地域住民等の理解促進
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◎ ＤＭＯの活動は地域の将来に広く裨益。

◎ しかし、ＤＭＯ運営の財源が自治体の一般会計予算によることは、長期的に安定した自律

財源とは言えず、活動も不安定。

◎ また、高度専門人材の給与水準についても、一般会計予算基準に依拠するため、相応の

処遇の実現が困難な状況。

＜問題の背景＞

（３）安定した財源の確保

➀宿泊税
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＜取組み事項＞

（４）地域住民等の理解促進

②その他（TID(Tourism Improvement Distorict/観光産業改善地区制度）の導入、地域観光産業関連施設の包括的運営）

自治体・地域の覚悟で宿泊税導入を!

◇ 自治体は、地域の持続的な発展に向けて、ＤＭＯが長期的・安定的に自立して本来機能を

発揮することをはじめ、自律的な観光振興を図るため、まずは、使途目的を観光振興に

限定した自主財源である宿泊税の導入に着実に取り組むことが必要。

◇ DMOの役割、観光のインパクトについて地域住民等とのコミュニケーションの強化が

必要。

◇ 観光庁は、DMOのこれらの啓発等の強化を、そのミッションとすることが必要。

（３）安定した財源の確保

➀宿泊税



画像出所： https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/149767_01.html

• 入湯税、宿泊税ともに目的税ではあるが、一般財源的に使われており、必ずしも観光
振興に活用されてはいない 。具体的な科目は、税金を使う自治体（議会）次第
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【地方税の体系】 【入湯税の活用状況】

•市町村で観光振興を使途に含む法定目的税は入湯税
のみだが、温泉資源の有無に左右される。

•また、何に何割使うかは自治体の裁量により異なる。

▼温泉地の所在市町の入湯税の使途（2011年度、構成比）

•産業廃棄物税等
•宿泊税
•乗鞍環境保全税

•遊漁税
•環境未来税
•使用済核燃料税
•環境協力税等
•開発事業等緑化負担税
•宿泊税

•別荘等所有税
•砂利取得税
•歴史と文化の環境税

•石油価格調整税
•核燃料税 ･核燃料等取扱税
•核燃料物質等取扱税

･法定税 ：地方税法に定められているもの
･法定外税：地方税法で定める税以外に、地方団体が条例に基づいて定めるもの

･普通税：税の使途が特定されていないもの
･目的税：税の使途が特定されているもの

法令による
分類

使途による
分類

91.7%

42.7%

30.0%

32.2%

23.3%

8.3%

29.3%

4.0%

5.0%

31.7%

30.0%

2.1%

21.6%

62.1%

44.3%

6.4%

50.8%

0.7%

0.7%

70.0%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

阿寒湖温泉

草津温泉

鳥羽温泉

有馬温泉

由布院温泉

黒川温泉

観光振興（観光施設の整備を除く）

観光施設の整備

鉱泉源の保護管理施設

環境衛生施設の整備

消防施設等の整備

基金へ繰入

■観光振興（観光施設の整備を除く） ■観光施設の整備 ■鉱泉源の保護管理施設 ■環境衛生施設の整備
■消防施設等の整備 ■基金へ繰越

現状 現状

画像出所：
(公財）日本交通公社『2013年度温泉まちづくり研究会ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ記録』
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• フロリダ州では、実際に宿泊税を導入するオーランド等の基礎自治体に対し、宿泊税
導入に関する基本フレームを提示

38

【フロリダ州における観光開発税（宿泊税）のフレーム】

•フロリダ州法は、地方政府が数種類のローカルオプショ
ン税を課すことを許可しており、観光開発税も、そのオ
プション税のひとつ。

•フロリダ州が毎年作成する財務情報ハンドブックに、税
の要件、行政手続き、分配の計算式、収入の見積もりな
どの詳細などを掲載。

•観光開発税（宿泊税）は、6ヶ月以内の宿泊施設のレンタ

ルやリースに対して課せる税。郡の適格性によって最高
税率は変動、最大６％。（１～２％税／追加の１％税／観
光産業高影響税 追加の１%／プロスポーツフランチャイ
ズ施設税 １%／追加的プロスポーツフランチャイズ施設
税 １%の組み合わせ）

•州法で観光開発税を規定して、後は税率も含めて各郡
議会で法案通過させれば税率、適用先、使途も全て自
由という訳ではなく、その枠組みは州法で規定されて
おり、それに従ってどの階層の税を適用するかは郡議
会に任されているという仕組み。

画像出所：

参考文献：

事例

http://edr.state.fl.us/Content/local-government/reports/lgfih22.pdf

https://floridarevenue.com/Forms_library/current/dr15tdt.pdf

https://floridarevenue.com/taxes/taxesfees/pages/local_option.aspx

原忠之(2013)ホスピタリティ産業公共インフラ整備のための特別地方税制度の考察と日本への導入戦略について, プロジェクト研究,第9号
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ご清聴ありがとうございました。

～地域観光産業を高生産性で高所得産業に！～
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